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第1章 不法行為法リステイトメント第2版第402A条(1965年）
製造物責任 (ProductsLiability)が「使用者または消費者に対する物理
的被害についての製品の売主の特別責任 (SpecialLiability of Seller of 
Products for Physical Harm to User or Consumer)」という見出しの下
に第402A条として，不法行為法リステイトメント第 2版 (Restatement
(Second) of Torts)の第2巻に第2部「過失 (Negligence)」，第14章
「他人の使用のために動産を供給する者の責任（Liabilityof Persons Sup-
plying Chattels for the Use of Others)」，第5節「厳格責任 (Strict
Liability)」中の 1ヵ条として設けられ刊行されたのは1965年のことであっ
た。この節は， もう 1ヵ条第402B条「消費者に対する動産の売主による不
実表示 (Misrepresentationby Seller of Chattels to Consumer)」と合せ
て， 2ヵ条しかない短い節である。小論の目的は，第402A条において製造
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物責任が不法行為法による厳格責任（これはわが国を含む大陸法系の国々
では一般に無過失責任という。アメリカでも No-Fault Liabilityというこ
とがある）の一つであることを規定した時以降，それでよいのかという基
本的問題をめぐっての諸議論の軌跡をたどることにある。なお， リステイ
トメントは，諸判例の中から合理性にかなったものを選び出し，これを条
文の形に再陳述 (restate) したもので，法源としての拘束力はないが，実
際の裁判では権威あるものとしてしばしば引用されている。
メーカーの責任を追及するには， もともと二つの理論があった。一つは
過失理論であり， もう一つは保証理論である。前者の場合，被害者は，加
害者であるメーカーに過失があったことを立証しなければならないという
困難がある。後者の場合，契約法の流れを汲んでいるため，①免責条項，
②契約関係，③通知義務という三つの障壁が存在し，これらの障壁を乗り
越えるためには理論上かなりの技巧をこらす必要がある。両理論とも被害
者である使用者または消費者の救済には必ずしも十分な支えとはならなか
った。これらの難点を一挙に解決し，被害者救済を容易にするところに厳
格不法行為責任理論の意義があったわけである丸
起草者 Prosserによって完成した上記第402A条の本文を次に見よ
。）??、 ?
1)中村 弘『製造物費任の碁礎的研究』同文舘， 1995年， 34-35ページ。なお，第402
A条採用の先駆となった判例は1963年のGreenmanv. Yuba Power Products, 
Inc., 59 Cal. 2d 57, 27 Cal. Rptr. 697, 377 P.2d 897である。この判決文を書いた
Traynor裁判官は，本件に適用される責任は明示的または黙示的保証の理論に基づ
くものではなく，不法行為における厳格責任であるむね述べている（同書， 34ペー
ジ）。かかる見解を示したのはTraynorが最初であった。これを受けて，当時不法行
為法リステイトメント初版の改訂作業に取りかかっていた Prosserは，新規に第402
A条の草案を井き，度重なる内容修正の後， 1964年にアメリカ法律協会の評議会に
より承認され，同リステイトメントは第2版として1965年に刊行された（同書， 36
-38ペー ジ）。
2) 同書， 39ペー ジ。
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第402A条 使用者または消費者に対する物理的被害についての製品の
売主の特別責任 (SpecialLiability of Seller of Products for Physical 
Harm to User or Consumer) 
(1) 使用者もしくは消費者に対して，またはその財産に対して，不合理
に危険な欠陥状態で (ina defective condition unreasonably dangerous 
to the user or consumer or to his property)製品を販売する者は，以下
に該当する場合には，それによって最終の使用者もしくは消費者に対して，
またはその財産に対して，与えた物理的被害について責任を負う。
(a) 売主がかかる製品を販売する業務に従事しているとき，およぴ
(b) それが販売された時の状態に実質的変更を加えることなく，使用
者または消費者に到達することが予期され，かつ到達したとき
(2) 第(1)項に述べたルールは，以下に該当する場合にも適用される。
(a) 売主がその製品の準備およぴ販売においてあらゆる可能な注意
(care)を払ったとき，およぴ
(b) 使用者もしくは消費者が売主からその製品を買わなかったとき，
または売主と契約関係をもたなかったとき
これを見れば，製造物責任とは，メーカーおよぴ流通者（卸売業者およ
ぴ小売業者を含む）が流通チャネルの末端にいる使用者もしくは消費者に
対して，またはその財産に対して，不合理に危険な欠陥製品を販売したさ
い，その欠陥が原因で人損または物損を与えたときにメーカーおよぴ流通
者が負うべき責任であって，「過失」の文字がないところから厳格責任（す
なわち無過失責任）であることがわかる。また，被害者である使用者また
は消費者が直接売主と契約関係をもたなかったときでも売主は責任を負わ
されるのであるから，この責任は契約責任ではなくて不法行為責任である
ことがわかる。この条全体の規定からして，製造物責任は不法行為法によ
る厳格責任であるとされていることは明らかである。
不法行為中の 1類型である過失 (Faultまたは Negligence)とは，不法
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行為法リステイトメント第 2版第282条によれば，「不合理な被害(harm)
の危険に対して他人の保護につき法によって確定された基準を下回る行
為」であって，積極的な行為のみならず，なすべき時に何もしない消極的
な不作為も含まれる3)。その行為基準とは，同第283条によれば，「岡様の状
態における合理人 (reasonableman)の行為である」。つまり，過失の場合
は，加害者の行為に焦点を当てることが要求されており，加害者の過失を
立証するのは被害者の責任である。しかし，今日のように複雑にして高度
な技術を伴った製品が数多く出回っている時，加害者の過失を被害者が立
証することは非常に困難である場合が多いだろう。そこで，被害者の立証
負担を軽減するために，加害者の過失を立証する代りに，製品に焦点を当
て，その製品に「欠陥 (defect)」があり，その欠陥が原因で被害者が損害
を被ったことを立証するだけでよい， とするのは被害者にとっては福音と
なるはずである。
では，欠陥とは何か。この定義は難しい。 1965年不法行為法リステイト
メント第 2版刊行の 2年前，すなわち1963年の Greenmanv. Yuba Power 
Products, Inc.事件4)の判決文を書いた Traynor裁判官は，同判決文の中
で，何をもって欠陥とするのかを明らかにしなかった。彼が後に1965年に
なって発表した論文の中で初めて彼の見解が次のように示された5)。「欠陥
は種々に定義づけることができる。現在までのところ，すべての事案に適
用される定義はできていない。 1例として，同じ製品の平均的品質に達し
ない品物は，欠陥製品であるということができる。メーカーは，標準から
逸脱した (deviationfrom norm)結果生じた傷害に対して責任を負う 6)」。
これは，換言すれば標準逸脱基準を述べたものにすぎず，製造工程上の欠
3) §282, Comment a. 
4)前注 1参照。
5)中村，前掲普， 35ペー ジ。
6) Roger J. Traynor, The Ways and Meaning of Defective Products and Strict 
Liability, 32 Tenn. L. R. 363, 367 (1965). 
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陥には適用できるが，設計上の欠陥およぴ指示・警告上の欠陥の場合には，
欠陥製品を生んだ元となる設計や警告自体に欠陥ありとするのだから，標
準逸脱基準は全く役立たない。
それでは，第402A条には欠陥の定義があるか。同条の本文（前掲）には
全くない。そこで本文に続くコメントを見ると，「欠陥」そのものずばりの
説明はないが，コメント gに「欠陥状態」として次の説明がある。その全
文を次に示す冗
g.「欠陥状態 (Defectivecondition)」 本条に述べたルールは，製品
が売主の手を離れた時，最終の消費者が期待していなかった(notcontem-
plated)状態で，かつ最終消費者に対して不合理に危険な (unreasonably
dangerous)場合にのみ適用される。売主が製品を安全な状態で引き渡し，
その後の誤った使用，またはその他の原因によりその製品が消費される時
までに有害となったときは，売主は責任を負わない。その製品が売主の出
荷時点で欠陥状態にあったことの立証責任は被害者である原告側にある。
出荷時点で製品に欠陥があったという結論を支持する証拠を提出すること
ができなければ，立証したことにはならない。
しかし，売主の引渡し時点における安全状態は，通常の方法で取り扱う
時に，通常の期間，製品に安全性を持続させるために必要な適正な包装，
必要な衛生上の措置，その他の予防手段を含む。
この説明から類推すると．「欠陥」とは．メーカーおよぴ流通者による製
品の出荷時点において．その製品に最終の消費者の期待に反するような不
合理に危険な安全性を欠く瑕疵があること．と読みとれる。その瑕疵が原
因となって，結果的に人損または物損を惹起するのである。したがって．
この損害は，製品そのものの損害ではなく．製品が引き金となって生じた
7)中村，前掲書． 43ページ。
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結果損害であり，かつ拡大損害である。「欠陥」の有無の判定には，消費者
期待碁準が採用されている。「消費者の期待」とは，統一商法典 (Uniform
Commercial Code ; UCC) 第314条の黙示の保証：適商性 (ImpliedWar-
ranty:Merchantability)の第 2項(C)の規定「物品に適商性があるというた
めには，…次の要件を満していなければならない。…物品が使用される通
常の目的 (ordinarypurpose)に適するものであることm」と極めて類似し
た概念である。相違点は，統一商法典では，物品使用上の「危険性」や「安
全性」が問題にされないだけである叫消費者期待は，もともと契約法中の
保証理論に起源をもつものである 10)。この基準は， UCC第314条(2)(C)の規定
から契約関係の枠をはずし，対象を直接の買主だけでなく，ひろく一般の
消費者に拡げたもので，契約法からの応用碁準であるということができ
る叫しかし，この消費者期待碁準は「欠陥」の有無を判定する上で，万能
ではない。この基準自体が漠然としているために，製造上の欠陥の場合は
別として，設計上や警告上の欠陥の場合には尺度として用いるのに適さな
い。これについては後に再び触れる。
第402A条は，上記のように欠陥の有無の判定手段として消費者期待甚
準を採用しているが，欠陥の発生は，その過程を見ると，次の三つに分類
することができる。第 1に設計過程における欠陥，第2に製造過程におけ
る欠陥，第 3に製品出荷後における製品についての指示・警告が不適切で
ある（すなわち欠陥がある）ことである。欠陥をこのように発生過程別に
分類して，それぞれにどのような碁準が採用されるべきかを検討しなけれ
ば，欠陥とは何かについて迷路に入ってしまう恐れがある。
8)中村 弘『貿易契約の基礎』東洋経済新報社． 1983年． 371ページ。
9) Jerry J. Phillips, Products Liability, 4th ed., West Pub., St. Paul, 1993, p.11. 
10) Prosser & Keeton, Torts, 5th ed., West Pub., St. Paul, 1984, p.698. 
11)中村、前掲『製造物資任の甚礎的研究』． 73ページ。
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第2章 モデル統一製造物責任法 (1979年）
上記不法行為法リステイトメント第 2版第 2部「過失」が1965年に刊行
されてから14年後の1979年に，アメリカ連邦政府の商務省によってモデル
統一製造物責任法（ModelUniform Product Liability Act ; MULPA) 
がFederalRegisterに発表された。
このモデル法作成に当り座長をつとめたのはVictorE. Schwartzであ
る。これは第100条から始まり第122条で終る23ヵ条からなっている。当初
このモデル法は，連邦レベルでの立法化が考えられていたが，当時のカー
ター政府は，①不法行為法は伝統的に州にまかされている，②統一法採用
の機会は州に与えられるべし，という二つの理由で，州レベルの立法化を
選んだ。ところがこの企ては見事に失敗した12)。既得権の侵害を理由とする
消費者団体およびそれに同調する原告弁護士らの反対があまりにも強かっ
たためである，といわれている。結局このモデル法は，コネティカット州，
アイダホ州，ワシントン州，カンサス州の4州で部分的に採用されただけ
に終っている 13）。なお，モデル法というのは，それ自体拘束力はなく，たん
なる資料的価値しかない。このようなやり方の成功例としてはUCCがあ
るが，このケースの場合は，結果が裏目に出た。
それでは，このモデル法第104条「製造業者の責任の基本的基準」の本文
を次に示すことにしよう 14)0
第104条「製造業者の責任の基本的基準」 (BasicStandards of Responsi-
12)中村 弘「米国の製造物責任法における懲罰的損害賠償(2)完」「同志社商学』第38
巻第3号， 1986年， 144ペー ジ。
13)小林秀之責任編集『製造物責任法大系 I』弘文堂， 1994年， 218ペー ジ。
14)中村弘「統一製造物責任法」『同志社商学』第33巻第3• 4号， 1981年， 64-67ペ
ージの私訳に若干の加筆をした。
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bility for Manufacturers) 
製造物製造業者は，請求者の危害が，製造物に欠陥があった(defective)
ことに近因して生じた (proximatelycaused) ことを証拠の優越によって
立証する請求者に対して資任を負う。
製造物は，次に該当するときに限り，欠陥があると立証することができ
る。
(1)製造物が構造上15> (in construction)，不合理に安全性を欠いたとき
(unreasonably unsafe) 16> [A項］
(2)製造物が設計上，不合理に安全性を欠いたとき [B項］
(3)製造物が適切な警告または指示をしなかったために，不合理に安全性
を欠いたとき [C項］
(4)製造物が製造物売主の明示の保証に合致しなかったために，不合理に
安全性を欠いたとき 17) [D項］
事実を事実審理人に提示する前に，裁判所は，請求者が証拠の優越によ
って，上記の条件の一または二以上が存在し，かつ，請求者の危害の近因
15) ここにいう「構造上」という語は，小論においてすでに用いた「製造過程におけ
る」と同義である。
16) "unreasonably unsafe"は，欠陥を示す語として，先の第402A条の“unreasonably
dangerous"よりも広範囲であるようにも解されるが，両者のいずれを基準1こしよう
とも，実際に事実審理をするのは多くの場合陪審員であるから，ケース・バイ・ケ
ースによって事実認定が行われる。両者は言葉の上での相違であって，実質的な差
異はないに等しいといってよいだろう。
17)「明示の保証」は， UCC第2-313条「確言，約束．説明，見本による明示の保証
(Express Warranties by Affirmation, Promise, Description, Sample)」からの
借り物ということもできるし，また先に触れた不法行為法リステイトメント第 2版
第402B条「消費者に対する動産の売主による不実表示 (Misrepresentation by 
Seller of Chattels to Consumer)」からの借り物であるということもできる。さら
に後者は前者の借＇）物であるから，煎じつめれば「明示の保証」はたとえ不法行為
法の中に位置づけようとも， もともと契約法からの借り物であるといえよう（中村，
前掲『製造物責任の基礎的研究』 31ページ）。製造物資任に関する論文や著書では，
「明示の保証」ははずされることが多い。
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となったことを合理人なら認定するであろう十分な証拠を提出したことを
決定しなければならない。
[A]「製造物が構造上，不合理に安全性を欠いたこと」 (TheProduct 
Was Unreasonably Unsafe in Construction.）。製造物が構造上，不合理
に安全性を欠いたことを決定するためには，事実審理人は，製造物が製造
業者の支配を離れた時，それが何らかの重要な点で，製造業者の設計仕様
(design specifications) もしくは性能基準 (performancestandards), 
または同じ製品ラインの他の同一のユニットから逸脱していた(deviated)
を認定しなければならない。
[ B]「製造物が設計上，不合理に安全性を欠いたこと」 (TheProduct 
Was Unreasonably Unsafe in Design.）。
(1)製造物が設計上，不合理に安全性を欠いたことを決定するためには，
事実審理人は，製造の時に製造物が請求者の受けた危害または類似の危害
を生じさせる恐れがあったこと，およぴこれらの危害の重大性がそれを防
止するように製造物を設計する製造業者の負担よりも大きかったこと，な
らびに代替設計 (alternativedesign)は当該製造物の有用性について阻害
効果(adverseeffect)をもつかも知れないことを認定しなければならない。
(2)この評価を行うに当り， とくに証明力のある (probative)証拠の例と
して次のものが含まれる。
(a)製造物に付された警告およぴ指示
(b)使用者となるべき者が期待する要求を実質的に満たしながら，請求
者の危害を防止するように製造物を設計し，かつ，製造する技術的およ
ぴ実際的可能性 (technologicaland practical feasibility) 
(c)提案された代替設計が製造物の有用性に及ぼす効果
(d)設計された製造物と代替的に設計された製造物を生産，流通，販売，
使用およぴ保守するための費用の比較
(e)製造物を代替的に設計するならば，結果として生ずるかも知れない
新規または追加の危害
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[CJ「製造物が適切な警告または指示をしなかったために，不合理に安
全性を欠いたこと」 (TheProduct Was Unreasonably Unsafe Because 
Adequate Warnings or Instructions Were Not Provided.）。
(1)製造物に関する危険またはその適正な使用について，適切な警告また
は指示をしなかったために，製造物が不合理に安全性を欠いたことを決定
するためには，事実審理人は，製造の時に製造物が請求者の危害または類
似の危害を生じさせる恐れがあったこと，およびこれらの危害が重大であ
るのに製造業者の指示は不適切であったこと，ならびに製造業者は請求者
が主張する適切な指示または警告をなすべきであり，かつ，なすことがで
きたことを認定しなければならない。
(2)この評価を行うに当り， とくに証明力のある証拠の例として，次のも
のが含まれる。
(a)製造の時に製造物の危険およぴ潜在的危害の性質を気づく製造業者
の能力 (ability)
(b)製造物使用者となるべき者が製造物の危険および潜在的危害の性質
を気づくであろうと予期する製造業者の能力
(c)適切な警告およぴ指示を与える技術的および実際的可能性
(d)なされた警告または指示の明瞭さおよぴ顕著さ (Clarityand con-
spicuousness) 
(e)なされた警告または指示の適切さ (adequacy)
(3)この項に基づくいかなる請求においても，請求者は，証拠の優越によ
って，もし適切な警告または指示がなされていたならば，合理的に慎重な
製造物使用者なら，そのような製造物を使用しなかったか，または危害を
避けるような方法で使用したはずであったから，そのような警告または指
示は効果的であったことを立証しなければならない。
(4)製造業者は，明白な危険について警告または指示を与えないことにつ
いて，第112条[CJ (1)に定める「製造物の誤使用」 (productmisuse)に
ついて，または第102条 [G]の「合理的に予期された行為」とはならない
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製造物の改造 (alterations)もしくは修正 (modifications)について責任
を負わない。
(5)製造業者は，実際の製造物使用者に対して適切な警告または指示を与
える義務を負う。ただし，製造業者が，危害を避ける措置をとるかまたは
危害の危険を実際の製造物使用者に説明することを合理的に期待すること
ができる者に，このような警告を与えたときは，この限りでない。
一定の専門家 (aclass of experts)によってのみ，またはその監督の下
においてのみ，法的に使用が認められる製造物については，警告または指
示は，それを使用または監督する専門家に与えることができる。
バラのままで (in bulk)販売もしくは取扱いをする有体物 (tangible
goods)，またはその他作業場で使用する製造物については，・被用者である
請求者(employee-claimant)に警告または指示を伝達する可能な手段がな
いときには，その者の雇用者に警告または指示を与えることができる。
(6)「製造後の警告義務」 (Post-Manufacture Duty to W am)。［C]項
(1)に定める請求のほか，合理的に慎重な製造業者なら，製造の後に製造物
に関連する危険を知るべきであった場合には，この項に基づいて請求する
ことができる。このような場合には，製造業者は，同じまたは類似の状況
の下で，合理的に慎重な製造業者として危険に対処する義務を負う。製造
業者が製造物使用者に，または危害を避ける措置をとるかもしくは危害の
危険を実際の製造物使用者に説明することを合理的に期待することができ
る者に，通知するために合理的な努力をしたときは，この義務は履行され
たものとする。
[DJ「製造物が明示の保証に合致しなかったために，不合理に安全性を
欠いたこと」 (TheProduct Was Unreasonably Unsafe Because It Did 
Not Conform to an Express Warranty.）。
製造物が明示の保証に合致しなかったために，不合理に安全性を欠いた
ことを決定するためには，事実審理人は，請求者またはその代理人が製造
物に関する重要な事実について製造業者またはその代理人がなした明示の
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保証を信頼した (reliedon)こと，およぴこの明示の保証が真実でなかっ
たことを認定しなければならない。
「重要な事実」 (materialfact) とは，製造物の特定の特徴または品質
(specific characteristic or quality)である。これは，製造物についての
一般的意見 (generalopinion) または賛辞 (praise)を含まない。
製造物売主は，明示の保証をするに当り，過失のあるまたは詐欺的な行
為 (negligentor fraudulent conduct)をしなかったときでも，［DJ項に
基づく責任を負う。
本条の冒頭には「欠陥」について，構造上，設計上，警告上の三つの類
型を示し，そのいずれもが「不合理に安全性を欠いたとき」に欠陥がある
と規定している。「安全性を欠く」とは，製造物の瑕疵が引き金となって，
結果として，末端の使用者または消費者に人損または物損を与えることで
ある。このモデル法では，用語の「定義 (definitions)」が第102条に設けら
れているが，その条には「欠陥」の定義はない。しかし，この第104条の本
文を見れば，「欠陥」の意味は十分に汲みとれる。
上掲のように，第104条は長文の規定である。 14年前の1965年に刊行され
た不法行為法リステイトメント第 2版の第402A条の短い規定とくらべる
と，この条は内容的にかなり充実しているように見える。まず目につくの
は，製造物の欠陥の発現形態を①製造上の欠陥，②設計上の欠陥，③警告
上の欠陥の三つに類型化していることである。第104条の「本文」に続く「解
説(Analysis18)）」の冒頭は，次のように述べている。「製造業者の負うべき
責任の基本的基準をはっきりさせる問題ほど多くの論争を生じさせた問題
は他にないだろう。…論争の多くは，不法行為法リステイトメント第2版
第402A条の起草者が製品の製造上のミスまたは製造上の欠陥に関する問
題に焦点を当て，設計上の欠陥または警告義務に関する問題に焦点を当て
18)直訳すれば「分析」であるが，意訳して「解説」とした。
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なかったことに起因すると思われる 19)」。「解説」はこのように，冒頭で第402
A条の問題点を指摘した後，「リステイトメントの刊行後の15年間20)に，裁
判所は，設計およぴ警告義務に関する責任甚準をはっきりさせるために，
悪戦苦闘してきた。…その過程で，裁判所は，責任を課するための基礎づ
くりをそっちのけにして，過失と厳格責任とを区別するための，言葉の上
の公式 (verbalformulae)づくりへと漂流してしまったようであるm」と
皮肉る22)。
それではモデル法は，いったいどのような基準を設けたのか。その点に
つき，「解説」の続きは次のように述べている。
まず製造上の欠陥について。「欠陥ある構造（すなわち製造上の欠陥）に
ついて厳格責任を採用することは， リステイトメント第402A条およぴ商
事法に碁づく黙示の保証による請求にも述べられている。これらの法源は，
消費者は製品には構造上の欠陥がないことを期待する権利を有するという
立場を支持するものである23)」と，「消費者期待基準」が製造上の欠陥につ
いては正当化できるとした後，「事実上，製造者自身の基準以外に欠陥ある
構造をはっきりさせる実際的方法はない。この分野は，厳格責任を適当す
るのに最適の分野である。なぜなら，かかる欠陥については社会の期待は
かなりはっきりと確立されているうえ，欠陥のない同類の製品と比較すれ
ば，どこまで欠陥が許されるかという許容性の尺度は簡単に入手すること
ができるからである24)」と述べ，製造上の欠陥については，厳格責任を採用
19) MULPA, pp.15-16.この点は，次章に示すHenderson& Twerskiの論文（注38
参照） 1526ページにも同趣旨のことが述べられている。
20) リステイトメントの刊行は1965年，モデル法の発表は1979年である。正しくは14
年間である。
21) MULPA, p.16. 
22) この皮肉については．筆者も同感である。中村，前掲『製造物責任の基礎的研究」，
第1章「アメリカにおける製造物責任法」．第2節「第402A条の解釈をめぐる混乱」．
p.61以下を参照。
23) MULPA, p.16. 
24) MULPA, p.17. 
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することを明らかにし，「欠陥」の有無を判定する基準として，本文中に明
示されているように「標準逸脱基準」を採用している。なお，「解説」は，
明示の保証についても厳格責任の立場をとることを明らかにしている 25)0
これは，もともと契約責任に由来26)するものであるから，当然のことといえ
る。
次に設計上の欠陥と警告上の欠陥について。両者をひとまとめにしたの
は，設計上の欠陥と警告上の欠陥は相互に密接な関係があるからである。
例をプールにとろう。飛込み用に設計されていないプールは底が浅い。そ
のプールは通常の水泳には危険ではないが，飛込みをするのは極めて危険
である。しかし，利用客の中には飛込みをする者がいるかも知れない。か
かるプールでは，人目につく「飛込み禁止」の表示が必要である。「解説」
はいう 27)。「いくつかの裁判所は，設計と警告義務の事例について厳格責任
を適用すべきだというが，その結果を支持する適切な理論的根拠を見出す
ことは困難である。若干の裁判所は，製造物売主が責任保険を通してすぺ
ての製造物関連危険のコストを分配するという「危険分配」理論に基づき
結果を正当化しようとしているが，この理論的根拠は実際には自己崩壊す
る。不確実な厳格責任原則を設計と警告義務の分野に適用することは，全
製造物ラインを危険に陥れる。それゆえ，より確実性のある責任の基礎が
必要となる。損失防止のための動機づけをするという見地からいえば，設
計と警告義務の事例に厳格責任原則を適用するというアプローチは，過剰
処罰 (overkill)になってしまう。過失責任制度のほうが必要な動機づけを
提供することになるだろう」。さらに続けて，「製造物関連の傷害のコスト
が常に製造物の価格を通して分配されるべきだとするなら，この結果を導
くためのメカニズムは，限られた損害賠償額の支払を伴う適切な補償制度
でなければならず，これは不法行為訴訟制度ではない。前者は労働者災害
25) MULPA, p.19. 
26)前注17参照。
27) MULPA, p.16. 
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補償制度や自動車無過失賠償制度 (WorkerCompensations and automo-
bile no-fault reparations systems)で採用されているアプローチである。
設計と警告義務の事例に厳格責任を適用した裁判所は， しばしば「絶対的」
保険者責任を課するものではないというが，彼らはなぜその点まで行く手
前で一線を引くのかということを，これまではっきりということができな
かった。この理由は，危険分配理論では，絶対責任の手前のどこで停るか
を示すことができないからである。したがって，多数の裁判所は，真の厳
格責任でもない，過失でもない，霧に包まれたところに飛ぴ込んでしまっ
たのである。そ9の結果，多様な法的公式 (legalformulae)がつくられ，消
費者にとっては予見が不可能となり，保険市場は不安定になってしまった
のである 28)」という。モデル法が設計上と警告上の欠陥について過失責任に
基づくことにしたのは，以上の「解説」が説明する通りである。これは，
明らかにリステイトメント第402A条の一部を修正する理論である。これ
は，第402A条に漠然と示された厳格責任にメスを入れ，製造上の欠陥につ
いてのみ第402A条のいう厳格責任を採用し，他の二つ，すなわち設計上の
欠陥と警告上の欠陥については従来通りの過失責任を適用すべしとするの
である。
当時 (1979年）のアメリカにおける製造物責任をめぐる状況は，モデル
法第101条「事実認定 (Findings)29)」によれば，次の通りである。製造物
責任訴訟は諸州の裁判所においてケース・バイ・ケースに処理されたため，
州と州との間に統一性がなく，裁判は水物的要素が強く，保険業者はこれ
を口実として料率の引上げをはかり，その結果として保険料は急増し，こ
のため，①消費財，生産財の価格上昇，②製造業者の技術革新に対する意
欲低下，③製造物責任保険をつけないで取引する製造物売主の増加，④結
果として，被害者の権利を不当に奪うという商業分野での重大な問題が発
28) MULP A, p.16. 
29) MULPA, p.10. 
38 (lll8) 第 42巻第 6 号
生した30)。そのためアメリカ連邦政府としては，州の製造物責任法のための
統一基準をつくる必要に迫られたのである。しかし，この企てが失敗に終
ったことは前述の通りである31)。それから20年近くたった今日では．当時の
状況と同じではないが，モデル法がねらいとした全米的な「製造物責任法
の主要分野での統一と均衡32)」はまだ実現していない。
本章の終りに．「解説」が設計上の欠陥を判定するのに危険効用衡量基準
を採用し33)．消費者期待基準を採用していない34)ことを指摘しておこう。前
者については．事実審理人に製造時点における次の二つの要因を比較衡量
することを求めている。すなわち①請求者が被るかも知れない危害または
類似の危害の可能性 (likelihood)とそれらの危害の重大性，②かかる危害
を防止したであろう製造物を設計するためのメーカーの負担と代替設計が
製造物の有用性に及ぽすであろう不利な効果．の 2要因である。後者につ
いては．消費者期待基準を採用しなかった理由として，Wade教授の論文を
引用して「多くの場合． とくに設計に関する問題を含んでいる場合には，
消費者はいかに製品を安全に製造することができるかについては全くアイ
デアを有していないのであるから．何を期待したらよいのかわかるはずが
ない35)」と述べ．消費者期待基準は主観l生をその極端まで推し進めたもので
ある36)．といっている。さらに．「解説」は，警告上の欠陥については．「責
任の基礎となる基準は．過失責任に基づいている。この分野に厳格責任を
採用することは，不法行為制度の中で受け入れることのできない不確実性
をつくり出す切」と述べている。なお，欠陥判定基準として，設計上の欠陥
30)中村，前掲「統一製造物責任法」， 55ページ。
31)前注13参照。
32) MULPA, Overview, p.3. 
33) MULPA, p.17. 
34) MULPA, p.18. 
35) John W. Wade, On the Nature of Strict Tort Liability for Products, 44 
Mississippi L. J. 825, 829 (1973). 
36) MULP A, p.18. 
37) MULPA, p.18. 
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の場合と同様に，危険効用基準を採用していることは，本条本文 [C]項
(1)～（3)の規定から読みとることができる。
第3章 Henderson & Twerskiの論文「第402A条の改訂提案」
(1992年）
HendersonとTwerskiの両教授は． 1992年に上記の論文を Cornell
Law Review誌に発表した38)。彼らの改訂案を見る前に．「まえがき」に述
べている言葉を若干紹介することにしよう。彼らによれば．不法行為法リ
ステイトメント第 2版における第402A条とそのコメントほど過去 4分の
1世紀に何万もの製造物責任訴訟判決中で参照され．かつ．裁判官がこれ
と取り組んだという事例は珍しいそうである。両教授は次のようにいう。
「第402A条が聖典 (sacredscripture)の地位を勝ち取ったことを考えれ
ば．われわれがそれを新しい条文と新しいコメントに置き換えようとする
提案は．いくらかの読者にとっては冒潰行為と写るかも知れない。では．
なぜかかる大胆な行為が必要なのか？ その答は簡単である。すなわち．
製造物責任における法理上の発展が．元の本文とコメントにあまりにも多
くの解釈を与えすぎてしまったので．それらは時代遅れとなり，現在のは
つきり認められた目的に合わなくなってしまったからである。関連する文
言を現在の理解に合致させること一すなわち． リステイトメントを書き改
める (restate)こと一により．何年にもわたって生じた多くの混乱を浄化
したいとわれわれは望んでいる39)」。
次に彼らの第402A条本文の改訂案を示す40)。
38) Henderson & Twerski, A Proposed Revision of Section 402A of the Restate-
ment (Second) of Torts, Cornell L. Rev., 1992, pp.1512-1557. 
39) Ibid., p.1513（中村，前掲『製造物責任の基礎的研究』 78-79ペー ジ）。
40) Ibid., p.1514（中村．前掲書， 80ペー ジ）。
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第402A条 欠陥製品を販売する者の特別責任 (SpecialLiability of One 
Who Sells a Defective Product) 
(1) 製品を欠陥状態において販売する者は．その製品の欠陥に近因して
生じた人身およぴ財産に対する被害(harm)に対して責任を負う。ただし．
売主がかかる製品を販売する業務に従事している場合に限る。
(2) 第(1)項に述べたルールは次の各号のいずれかに基づく請求があった
場合に適用される。
(a) たとえ売主があらゆる注意 (care)を払って当該製品を準備し．
販売した場合であっても．製造上の欠陥 (manufacturingdefect)。
(b)販売された時点および状態において．当該製品に存在する被害の予
見可能な危険 (foreseeablerisk)を売主が合理的な費用で． より安
全な設計を採用することにより，減少することができた場合におい
てのみ．設計上の欠陥 (designdefect)。
(c) 売主が知っていたか．または当然知るべきであった製品関連の明
白でない危険について．合理的な指示または警告をすることを怠っ
た場合においてのみ，警告上の欠陥 (warningdefect)。
まずこの改訂案で指摘したいことは．元の第402A条本文にあった欠陥
状態 (defectivecondition)を修飾する「不合理に危険な (unreasonably
dangerous)」という語が消えていることである。この修飾語は． Henderson
& Twerskiが「まえがき」でいうように．裁判官らが「あまりにも多くの
解釈を与えすぎてしまった」ため，迷路に入ってしまった41)。彼らがこの語
を取り去ったことは賢明な措置といえるが．その反面．この限定語がはず
されたことにより．欠陥の範囲が広くなったことは否めない。
次に．この改訂案では元の第402A条と異なり，第(2)項において，欠陥を
製造上の欠陥 (a号）．設計上の欠陥 (b号）．警告上の欠陥 (c号）の三
41)この点については，中村，前掲書． 61ペー ジ以下に詳述している。
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つに区別している。それでは，これら三つの欠陥を判定するための基準は
どうなっているのだろうか。それを知るために，本文に続くコメント a~ C 
を見ることにしよう。
コメント a.「本条は，製品の商業的売主に適用される不法行為責任の特
別ルールについて述べている。本条に規定した責任は，保証法と不法行為
法の双方に由来する。製品の準備と販売において，たとえ売主があらゆる
注意を払ったとしても製造上の欠陥によって生じた被害に対して責任を負
うという本規定は，保証の考え方を反映したものである。設計上およぴ警
告上の欠陥に対して売主が責任を負うという本規定は，不法行為法の伝統
的な危険効用衡量 (risk-utilitybalancing)の影響を反映したものである。
..,42)」
コメント b.歴史 (History) 「…1960年代の初め，アメリカの裁判所
は，原告が伝統的な過失または保証に基づく訴えを維持できるか否かに拘
らず，製造上の欠陥をもつ製品の売主は，その欠陥によって生じた被害に
対して不法行為上の責任を負うべきであると認識するようになった。欠陥
製品を製造したメーカーの品質管理に，たとえ過失がない場合でも，責任
が生ずる。さらに，原告にとっては，訴訟を提起するのに，被告売主との
直接の契約関係 (privity)を必要としない。 1960年代の初期以来アメリカ
の裁判所によって認められた製造上欠陥のある製品に対するかかる訴訟原
因は，上記二つの理論の間の子(hybrid)である。それは，黙示的保証の無
過失の側面を不法行為の契約関係を必要としない側面と融合させたもので
ある。
設計上およぴ警告上の欠陥は，意図した設計およぴ／または販売方法が
不合理に危険な場合に発生する。製品の設計または販売方法に欠陥があれ
ば，その製品ラインのどの個体(unit)にも欠陥がある。…設計上およぴ警
42) Henderson & Twerski, op. cit., p.1514（中村，前掲書， 80ペー ジ）。
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告上の欠陥に対する責任は， 1960年代の終りから1970年代の初めまでは比
較的に稀な現象であった。多くの責任限定ルールが，かかる欠陥，とりわ
け設計上の欠陥に対する救済を得難くした。これらのルールが崩れるにつ
れ．裁判所は，設計上およぴ警告上の欠陥事件には無過失(withoutfault) 
の不法行為責任ルールを適用しようとした。第402A条を受け入れた多く
の裁判所は，厳格責任の法理が同じ力ですべてのタイプの製品欠陥に適用
されると判示したが，製造上の欠陥に対する責任を取り扱うためにつくら
れたそのルールが．設計上およぴ警告上の欠陥事件には多大の困難なしに
適用することができないことが．間もなく明らかになった。製造上の欠陥
については．製品欠陥を特定するに当り，概念上の問題点はない。メーカ
ー自身の品質基準に合致せず． したがって意図した機能を発揮しない個々
の製品は．ほとんどそれ自体．欠陥がある。しかし，設計上およぴ警告上
の欠陥については，個々の製品はメーカー自身の品質基準に合致している。
したがって「欠陥」を定義づけるには，その定義を個々の製品自体から離
れて求めることが必要である。
第(2)項(b)号およぴ第(2)項(c)号は，製造上の欠陥のために発展したルール
が設計上およぴ警告上の欠陥事件の解決には適さないとする多くの裁判所
が採った見解を反映するものである。設計上およぴ警告上の欠陥に対する
責任を支配する甚準は，製品の合理的に予見可能な危険がその社会的効用
を上回るという決定を必要とする。責任決定基準の表現は異なるが，核心
において，第(2)項(b)号およぴ第(2)項(c)号は，ともに伝統的な危険効用衡量
(risk-utility balancing)に依拠している43)0
コメント C•政策上の正当性 (Policy Justification) 
「本条に規定したルールは，製造上の欠陥ならぴに設計上およぴ警告上
の欠陥に対する責任につき，異なる基準を設けている。製造上の欠陥に関
する厳格責任ルールを支持する政策上の正当性は，同じルールを設計上お
43) Ibid., pp.1515-1516（中村．前掲書． 81-82ページ）。
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よぴ警告上の欠陥に適用することを支持しない。製造卜の欠陥の場合には．
裁判所は．厳格責任を課するルールを支持してきた。その理由は．そのル
ールが次の四つの目的を満たす社会的効用を高めるからである。すなわち．
厳格責任は．メーカーが製品安全のために投資することを促進し．製品の
購入価格に欠陥コストを反映させることによって欠陥製品の消費を思いと
どまらせ．メーカーの落ち度(fault)を訴えることに伴う取引費用(transac-
tion cost)を引き下げ，製品に関連した傷害の全費用が被害者だけの負担
にならないようにすることにより危険の分散を促進する。
いくつかの重要な正義に対する配慮もまた．製造上の欠陥に対する厳格
責任を支持する。欠陥製品によって傷害を受けた消費者は，製品の働きに
対する基本的期待が裏切られたと主張する。メーカーが意識的に選んだ水
準で品質管理に投資したことを理由に，消費者の不満は増幅される。予想
できる数の欠陥製品が市場に出回り傷害の原因になることをメーカーが知
っていたこと自体が，わざと被害を与えたのではないかということになる。
結局，製品から利益を受ける消費者が．製品の値上げを通して．発見不能
な製造上の欠陥から生ずる不可避の傷害コストを分担することが唯一の正
当な方法のように思われる。
製造上の欠陥とは対照的に，設計上およぴ警告上の欠陥には．より柔軟
な定義が必要である。まず第一に．製品の設計または販売のしかたに欠陥
があるか否かを機械的に決定することはできない。何らかの危険効用衡量
が必要である。製品は．たんにその設計が危険であるという理由だけで．
欠陥があるとはいえない。かかる製品の使用者は，規格製品(genericprod-
uct)の危険を管理するかなりの部分を負担しなければならない。製造上の
欠陥に対して課せられる厳しい (unyielding)責任を設計上の危険に課した
ならば．注意深い製品使用者に助成金を不注意な使用者に対して支払わせ
ることになり．その結果は非効率かつ不公平なものになるだろう。したが
って，多くの先天的な製品の危険に対しては．使用者が危険を最小限にと
どめる最適任者 (thebest risk minimizer)である。どの危険が．より公
44 (1124) 第 42 巻第 6 号
平かつ効果的に製品売主および使用者全般によって負担されるか，また，
どの危険が傷害を受けた個々の使用者によって負担されるべきかを決定す
るには，危険効用衡量が必要となる。 9
さらに責任制度を公平かつ効果的ならしめるためには，販売時点におい
て合理的に利用可能な危険知識およぴ危険回避技術に照らして，危険効用
衡最を行わなければならない。製品を販売した時点で予見不能であった危
険に対してメーカーに責任を負わせるルールを適用することは，議論の上
では，メーカーに対して安全面の投資を促進させることになるかも知れな
い。しかし，保険業者は，予見不能で不確定な危険に対しては付保を引き
受けてくれない。さらに，予見不能な， したがって算定不能な危険まで責
任を負担せよということは，遵守可能な責任基準には拘束されるとするメ
ーカーの権利を侵害することになろう。かかる理由により，第(2)項(b)号は
「販売された時点およぴ状態における」製品に危険効用衡量を適用し，第
(2)項(c)号は「売主が知っていたか，または当然知るべきであった」明白で
ない危険について警告することを怠ったメーカーに責任を負わせることに
しているのであるい」。
ここでは簡単に，両教授が上記コメントの中で，製造上の欠陥には標準
逸脱基準を，設計上と警告上の欠陥には危険効用基準を採用していること
を指摘しておこう。
この論文には，コメントに続いて，執筆者の注解 (Author'sNote)があ
る。これには，本文とコメントに設けられていなかった両教授の補足説明
がある。このうち小論と関係のある部分だけ抜き取って以下に示す45)0
44) Ibid., pp.1516-1517（中村，前掲書， 82-84ペー ジ）。
45) Ibid., pp.1530-1534（中村，前掲書， 97-98ペー ジ）。
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設計上およぴ警告上の欠陥が厳格責任によって支配されるか否かについ
ての明白な言葉を改訂本文と改訂コメントの中に捜しても，それは無駄で
あろう。われわれは，この点について明白な立場を表明しなかった。その
理由として，かかる議論はあまり重要性がないと判断したからである。わ
れわれがコメント bに記したように，製造上の欠陥については，たとえ売
主が合理的な注意を払ったとしても，責任を負う。ところが，設計上およ
ぴ警告上の欠陥については，たんに「欠陥」という言葉をもったいぶって
唱えたとしても，それで問題が片付くわけではない。大多数のコンセンサ
スによれば，製品設計と販売のしかたが適切であったかどうかを判断する
ために，ある種の危険効用衡量基準を用いることが支持されているのであ
る。
それでは，第(2)項(b)号およぴ第(2)項(c)号に規定された危険効用基準は過
失基準と同義語なのであろうか？ そのように見ることもできるが，その
必要はない。もし事実審理時点の情報を用いて危険効用衡量を行えば，危
険効用甚準は過失基準と大きく異なっているだろう。しかし，われわれが
注意深く判例法を調べたところ，圧倒的多数の法域では，販売時点の予見
可能性という制限を設計上および警告上の欠陥の定義に課しているという
結論に到達している。予見不能の危険およぴ知っている危険を避けるため
に予見不能な科学技術を利用しなかったことに対して，メーカーが責任を
負わされることはない。コメント Cは，この立場をわれわれの改訂版の立
場として反映している。このような見方をすれば，設計上およぴ警告上の
欠陥責任は，過失と極めてよく似ている。しかし，たとえ予見可能性の要
件を課したとしても，過失立証基準よりも少しは厳しい基準を明瞭に表現
することは可能である。このルールの下では．予見可能なデータだけを利
用しても，危険効用基準に照らして，設計され販売された製品を販売すべ
きではなかったというふうにすれば．責任は厳しいものになるだろう 46)。ゎ
れわれの意見では，この基準と過失基準との区別は，別個に責任体系をわ
46 (1126) 第 42 巻第 6 号
ざわざつくらねばならないほど顕著なものではない。
(2)危険効用対消費者期待
われわれが判例を再検討した結果，たとえ消費者期待基準を適用する裁
判所であっても，それを危険効用衡量によって調節することなしに，その
まま適用しているところは稀であるという結論に到達している。裁判所の
中には，危険効用基準の枠内で消費者期待基準を重視するところがあった
り，また逆に重視しないところがあったりするが，これは驚くに値しない。
危険効用基準がミックス基準の一部である以上，裁判所がこれを「危険効
用基準」と呼ぽうと「消費者期待基準」と呼ぼうと，大して璽要なことで
はない。
合理的な製品安全の考慮によって調節することなしに，いきなり消費者
期待基準に従う裁判所が若干あるようだが，多くの裁判所と論者は，この
アプローチがあまりにも無限定 (open-ended)で，構成に欠けている
(unstructured)ので，欠陥が存在したか否かを決定するのに，陪審に対し
てほとんどガイダンスとしての役目を果していないことを認めている。ま
た，消費者期待基準は，製品設計について法が何を要求しているのかをメ
ーカーにとって分らないままの状態に放置している。われわれの改訂案は，
かかる極端な見解を斥け，設計上およぴ警告上の欠陥に甚づく訴訟におい
て支配的な広いコンセンサスを反映している。
上記「注解」の中で，合点のいかない点がある。それは，（1)「過失対厳
格責任」において，両教授が，設計上およぴ警告上の欠陥は過失責任であ
ると断定的に述べるのを躊躇していることである。危険効用基準は
46) この例として煙草が挙げられる。煙草と肺癌との科学的因果関係はまだ立証され
ていないが，煙草の害に関する議論は極めて盛んである。これに関するアメリカ法
律協会のリステイトメント上の措置は，次章の冒頭を参照されたい。なお，煙草の
問題は，司法的解決よりも立法上または行政上の措置のほうが適当であるという見
解もある。
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Learned Hand裁判官が過失認定の公式として1947年の判例47)で明らかに
したように，損害の回避に必要な負担(B)を損害発生の蓋然性(P)と損害の程
度(L)の積と比較し， B<PXLの場合には過失ありと認定する。この公式
が確立されている1992年当時，危険効用基準を採用することは，過失責任
に依拠するものであると明言してもおかしくはないはずである。しかし，
かかる煮え切らない態度は，次章の不法行為法リステイトメント第3版：
「製造物責任」最終草案では姿を消し，はっきりと過失責任であることが
示されている。
第4章 不法行為法リステイトメント第 3版：「製造物責任」最
終草案 (1997年）
Henderson & Twerskiが前章の論文を書いている最中に，アメリカ法
律協会 (TheAmerican Law Institute; ALI)は，両教授を本章見出しの
「不法行為法リステイトメント第 3版：製造物責任」の起草者に任命した。
したがって，ここに紹介する「製造物責任」最終草案は，両教授の上記論
文の延長線上にあるものといってよい。両教授が起草した草案は，第 1次
暫定草案 (1994年4月12日），第 2次暫定草案 (1995年3月13日），第 3次
暫定草案 (1996年4月5B)を経て，第 4次の最終草案 (1997年4月1日）
は4章21ヵ条からなるが， 1997年5月20BALIの第74回年次総会で審議さ
れ，小さな変更を加えることを条件に圧倒的多数で承認された48)。「小さな
変更」の中で興味を惹くのは次の点である。最終草案では，第2条コメン
トd. 「設計欠陥：総説 (Designdefects: general considerations)」中に，
危険であることが知られているにも拘らず広く使用されている製品として
アルコール飲料，煙草，短銃，プールが例示されていた。これらの製品に
47) United States v, Carrol Towing Co., 159 F. 2d 169, 173 (2d Cir. 1947)（中村，
前掲『製造物責任の甚礎的研究』， 75ペー ジ）。
48) Product Safety & Liability Reporter, May 23, 1997, p.509. 
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ついては，多くの判例が，明らかに設計に欠陥があることを原告が立証し
なければクレームは認められないという立場をとってきたので，同コメン
トはその立場を尊重し，具体例を上記のように示したのであるが，総会出
席者の中から煙草についてクレームがつき，投票の結果，煙草を削除する
ことが決った。公式テキスト (officialtext)は1998年中に発行される予定
である 49)。
この最終草案は，欠陥を規定する「製造物欠陥の類型」を第 2条に置い
ている。その本文を次に示す50)0
第 1章 販売時点における製造物の欠陥を根拠とする商業的製造物売主
の責任 (Liabilityof Commercial Product Sellers Based on Product 
Defects at Time of Sale) 
第 1節 製造物に対し一般に適用される責任ルール (Liability Rules 
Applicable to Products Generally) 
第2条製造物欠陥の類型 (Categoriesof Product Defect) 
販売または流通の時点で，製造物が製造上の欠陥を含むか，設計上の欠
陥を有するか，または不適切な指示もしくは警告により欠陥があるときは，
その製造物は欠陥製造物である。
(a) 製造物を準備し市販するに際しあらゆる注意を払ったとしても，そ
の製造物が意図した設計から逸脱しているときは，その製造物は製造
上の欠陥を有する。
(b) 製造物によって惹起される危害の予見可能な危険が，売主，他の流
通者または流通の商業的連鎖過程の前任者による合理的な代替設計の
採用により，削減または回避が可能であり，その代替設計の不採用が
その製造物の合理的安全を欠くに至らしめたときは，その製造物は設
49) CCH, Product Liability Reports No.885, May 30, 1997, p.l. 
50) Restatement (Third) of Torts : Products Liability, Final Draft (April 1, 197), 
The American Law Institute, Philadelphia, p.12. 
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計上欠陥がある。
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(c) 製造物によって惹起される危害の予見可能な危険が，売主，他の流
通者または流通の商業的連鎖過程の前任者による合理的な指示または
警告の提供により，削減または回避が可能であり，その指示または警
告の不提供がその製造物の合理的安全を欠くに至らしめたときは，そ
の製造物は指示または警告が不適切であることを理由に欠陥がある。
本条において，欠陥の発現形態は三つに分類されている。すなわち，（a)
項は製造上の欠陥，（b）項は設計上の欠陥，（C）項は警告上の欠陥である。 (a)
項において，製造上の欠陥は厳格責任とし，その責任を判定する基準とし
て標準逸脱基準を用いていることがわかる。 (b)tj［の設計上の欠陥と(c)項の
警告上の欠陥は，ともに同じ危険効用基準を用い，過失責任を甚礎として
いることが読みとれる。
次に，第2条本文に続くコメントを見よう。
コメント a.理論的基礎(Rationale) まず製造上の欠陥について，「（a)
項に述べた製造上の欠陥に関するルールは，メーカーの品質管理の努力が
合理性基準にかなうか否かに拘らず，責任を課するものである。この点に
つき，過失を問わない (withoutfault)厳格責任を課することは，幾多の
目的を育む (foster)ものであるm」と述べ，その例として，メーカーが過
失責任の下では責任の分担を免れることができるかも知れない製品安全の
ための投資を，厳格責任の下ではより一層促進させることを挙げている。
さらに，製造上の欠陥によりちゃんと作動しない製品は，合理的な期待を
も裏切るとも述べている52)。次に，設計上と警告上の欠陥については，製造
上の欠陥とは異なり，別個の責任概念が求められるとし53)，危険効用衡量が
51) Ibid., p.13. 
52) Ibid., p.13. 
53) Ibid., p.14.この別個の概念とは，同コメント15ページに述ぺられている過失概念
である。
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必要であることを指摘し54)・「消費者期待基準を設計と警告に適用すること
は，製造上の欠陥の事例よりも一層識別 (discern)が困難になる55)」とい
っている。
かように，不法行為法リステイトメント第3版： 「製造物責任」最終草
案においては，厳格責任すなわち無過失責任は製造上の欠陥についてのみ
適用することとし，その責任の有無の判定基準としては標準逸脱基準を用
いる56)，そして設計上の欠陥を警告上の欠陥については過失責任を根拠と
し，その責任の有無の判定基準としては危険効用基準を用いることがはっ
きりした。この最終草案は一部の修正を残して，圧倒的多数の支持の下，
承認されたことは本章の冒頭に述べたが，第402A条が1965年に日の目を
見て以来実に32年の年月を経ている。それでは，これを契機に長年の論争
に終止符が打たれるだろうか。筆者は，すぐにはそうならないと思う。な
ぜなら，小論の冒頭に述べたように， リステイトメントは決して法源とし
ての拘束力を有するものではないからである。裁判所がこれを説得的権威
として扱い，これを尊重した判決が累積されるまでには年月を要するだろ
?、 ?
小論を終えるに際し，過去32年のほぼ中間時点である1979年に発表され
たモデル統一製造物責任法ーこれは結果的には不成功に終ったが一を上記
最終草案と比較すると，枝葉は問わず，根幹において，両者間に隔りはな
い。筆者は，上記最終草案を評価するのに吝かではないが，モデル法起草
者の先見の明をより高く評価する。
54) Ibid., p.14. 
55) Ibid., p.15. 
56)食料品と中古品の場合は．例外的に消費者期待基準を用いる。最終草案第 2条コ
メント h (Ibid., p.31)参照。
